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(証券コード：1942)

第103回
定時株主総会招集ご通知

開催日時

平成29年6月27日(火)
午前10時

開催場所

東京都港区芝浦4丁目8番33号
当会社本社内

決議事項

第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役15名選任の件
第3号議案　取締役賞与金支給の件

表紙
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社 是

人 間 第 一

経営理念

1 わが社は、人間尊重のもと、
企業の社会的責任を遂行し、
豊かな人間環境づくりに貢献します

2 わが社は、得意先のニーズを先取りし、
技術革新を図り、
最高のサービスと設備を提供します

3 わが社は、人材開発に努め、
絶えざる自己革新によって、
未来指向型の企業を目指します
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(証券コード 1942)
平成29年6月9日

株 主 各 位
東京都港区芝浦4丁目8番33号

株式会社　関　 電　 工
取締役会長 山　口 　　学

第103回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第103回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようお願い
申し上げます。
　なお、当日お差支えの場合は、後記株主総会参考書類をご覧いただきまして、お手数ながら3ページ
から4ページに記載の「議決権行使についてのご案内」をご参照の上、書面又はインターネットにより
議決権行使をお願い申し上げます｡

敬　具

記

1．日　　時 平成29年6月27日（火）午前10時

2．場　　所 東京都港区芝浦4丁目8番33号　当会社本社内

3．会議の目的事項 報告事項 1．第103期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）事業報
告及び計算書類の内容報告の件

2．第103期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）連結計
算書類の内容報告並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

決議事項 第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役15名選任の件
第3号議案　取締役賞与金支給の件

以　上
1．当日ご出席の際は､お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さいますようお願い申し上げます。

 

2．計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 及 び 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表 に つ き ま し て は 、 法 令 及 び 当 社 定 款 の 規 定 に 基 づ き 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
(http://www.kandenko.co.jp/)に掲載しており、本招集通知に添付の計算書類等は、監査報告の作成に際して監査役及び会計監査人が監査を
行った計算書類等の一部であります。

3．本招集通知の添付書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合には､当社ホームページ(http://www.kandenko.co.jp/)にてお知らせいたします。
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議決権行使についてのご案内
　以下をご参照の上、いずれかの方法により議決権行使をお願い申し上げます。

株主総会に出席される場合
日　　時 平成29年6月27日（火）午前10時（受付開始 午前9時）

場　　所 東京都港区芝浦4丁目8番33号
当会社本社（1階講堂）

◦議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。また、本招集通知をご持参下さいま
すようお願い申し上げます。
◦株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができない方はご入

場いただけませんので、ご注意下さい。

書面により議決権を行使される場合
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、行使期限までに到着するようご
返送下さい。

行使期限 平成29年6月26日（月）午後5時30分まで

※なお、各議案について賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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インターネットにより議決権を行使される場合
　インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承下さ
いますようお願い申し上げます。

1．インターネットによる議決権行使について
(1) インターネットにより議決権を行使される場合は、以下の議決権行使ウェブサイトにアクセスし、同封の議

決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画面の案内に従って
賛否をご入力下さい。
なお、携帯電話専用サイトは開設しておりませんので、ご了承下さい。

【議決権行使ウェブサイトアドレス】　http://www.web54.net
(2) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダー及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主

様のご負担となります。
2．議決権行使のお取り扱いについて アクセス手順

1 議決権行使ウェブサイトにアクセス
http://www.web54.net「次へすすむ」
をクリック

2 ログインする
お手元の議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」を入力し、「ログイン」
をクリック

4 以降は画面の入力案内に従って賛否をご
入力ください

3 パスワードの入力
お手元の議決権行使書用紙に記載された 
「パスワード」を入力し、「次へ」をクリック

(1) 議決権の行使期限は、平成29年6月26日（月）午後5時30分
までとなっておりますので、お早めの行使をお願いいたし 
ます。

(2) 議決権行使書用紙とインターネットの双方で議決権を行使
された場合は、インターネットにより行使されたものを有効
な議決権としてお取り扱いいたします。
また、インターネットにより複数回議決権を行使された場合
は、最終に行使されたものを有効な議決権としてお取り扱い
いたします。

3．パスワード及び議決権行使コードのお取り扱いについて
(1) パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人である

ことを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番号同
様、大切にお取り扱い下さい。

(2) パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなりま
す。パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従
ってお手続き下さい。

(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本
総会に限り有効です。

操作方法に関する
お問い合わせ先に
ついて

インターネットによる議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は､下記にお問い合わせ下さい｡
三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート専用ダイヤル
電話 0120（652）031（受付時間 9時～21時）
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添付書類

事業報告　（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

1 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
　当期のわが国経済は、好調な企業業績や改善が続く雇用情勢、更には持ち直しの兆しが見えた個人消
費などにより、緩やかな景気回復軌道を歩みました。
　このため民間建設投資は、首都圏を中心とする大型のオフィス・商業施設などの建設需要を背景に増
加基調にありました。また、電力設備投資につきましては、一部に電力小売全面自由化の影響が見られ
たものの総じて底堅い状況で推移いたしました。
　このような情勢下にあって当社は、お客様のニーズに即した地域密着型の営業活動や新規得意先の開
拓に取り組むとともに、価格競争力強化に向けたコスト削減を全社一丸となって推し進めました。
　この結果、当期の業績は、新規受注高4,744億5千2百万円（前年度比110.0％）、完成工事高4,101
億9千2百万円（同102.9％）、経常利益228億6千1百万円（同172.1％）、当期純利益154億8千8百
万円（同207.1％）と、いずれも良好な成績を収めることができました。特に利益面につきましては、
過去最高の当期純利益を計上し、また、本年度よりスタートした「成長戦略」に掲げた計画目標を1年
前倒しで達成することができました。
　各事業部門の概況は、次のとおりであります。

平成28年度
第103期（当期）

474,452

平成27年度
第102期

431,504

新規受注高 （単位：百万円）

410,192

平成28年度
第103期（当期）

398,495

平成27年度
第102期

完成工事高 （単位：百万円）

22,861

平成28年度
第103期（当期）

13,280

平成27年度
第102期

経常利益 （単位：百万円）

15,488

平成28年度
第103期（当期）

7,480

平成27年度
第102期

当期純利益 （単位：百万円）
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事業の経過及び成果
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屋内線・環境設備部門

　屋内線・環境設備部門は、営業情報の早期収
集・分析によるきめ細かな営業活動や省エネル
ギー・長寿命化に資するリニューアル提案を行
うなど、受注の拡大を図りました。併せて、コ
ストマネジメントの更なる徹底や現場サポート
体制の整備などに取り組みました。この結果、
新規受注高2,514億6千9百万円（前年度比
112.2％）、完成工事高2,036億2千7百万円（同
100.4％）と、いずれも前年度を上回る成績を
収めることができました。

平成28年度
第103期（当期）

平成28年度
第103期（当期）

251,469

203,627

平成27年度
第102期

平成27年度
第102期

224,170
202,815

［新規受注高］

業績推移 （単位：百万円）

［完成工事高］

情報通信部門

　情報通信部門は、次世代高画質（4K・8K）放
送に向けたCATV事業者の大規模更新工事や、
通信品質・速度向上のための携帯電話基地局工
事の受注に努めました。また、構内LAN工事の
獲得に向けた営業・施工体制を強化した結果、
新規受注高400億5千1百万円（前年度比
125.7％）、完成工事高315億9千6百万円（同
113.3％）と、いずれも前年度を上回る成績を
収めることができました。 平成28年度

第103期（当期）

40,051

平成28年度
第103期（当期）

31,596

平成27年度
第102期

31,860

平成27年度
第102期

27,876

［新規受注高］

業績推移 （単位：百万円）

［完成工事高］
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配電線部門

　架空配電・地中配電の配電線部門は、工事量
に対応した施工力の弾力的な運用により生産性
の向上を図るとともに、事業所別収支管理の徹
底による工事原価の低減に努めました。加え
て、当部門の業容拡大を目指すため一般得意先
への営業開発活動に取り組みました。この結
果、新規受注高1,406億3千2百万円（前年度比
101.0％）、完成工事高1,385億5千7百万円（同
100.1％）となりました。

140,632 138,557

平成28年度
第103期（当期）

平成28年度
第103期（当期）

139,234 138,419

平成27年度
第102期

平成27年度
第102期

［新規受注高］

業績推移 （単位：百万円）

［完成工事高］

工務関係部門

　発変電・架空送電線・地中送電線・土木・原
子力・風力発電関連の工務関係部門は、風力・
太陽光発電などの再生可能エネルギー関連工事
の受注が堅調に推移いたしました。また、当部
門の総合力を結集した提案型営業を展開し、水
道、ガス、鉄道関連など社会インフラ工事の獲
得に注力いたしました。この結果、新規受注高
422億9千9百万円（前年度比116.7％）、完成
工事高364億1千1百万円（同123.9％）と、い
ずれも前年度を上回る成績を収めることができ
ました。

平成28年度
第103期（当期）

42,299

平成28年度
第103期（当期）

36,411

平成27年度
第102期

36,239

平成27年度
第102期

29,383

［新規受注高］

業績推移 （単位：百万円）

［完成工事高］
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事業の経過及び成果
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(2) 対処すべき課題
　今後の見通しについて申し上げますと、電力設備投資は東京電力グループの経営合理化の進展により
抑制基調が継続するものと予想されます。一方、国内建設投資は、東京オリンピック・パラリンピック
関連施設の建設が本格化するとともに、首都圏における大規模再開発事業が数多く計画されていること
から、引き続き堅調に推移するものと見込まれます。
　このような情勢下にあって当社は、「社会を支える“100年企業”」の実現に向け策定した「成長戦
略」に基づき、全社一丸となって以下の重点経営施策に取り組んでまいります。
　まず始めに、設計・施工から保守メンテナンス・リニューアルに至るまで、お客様の視点に立ったト
ータルソリューションサービスを強力に展開するとともに、コストマネジメント・調達機能を一層充実
することにより、受注拡大と利益創出を図ってまいります。
　次に、エネルギーシステム改革の進展を踏まえ、総合設備企業グループとして営業・施工体制を更に
拡充し、電力インフラ工事の受注獲得を目指してまいります。加えて、これまで培ってきた技術・ノウ
ハウを活用し、エリア・業種を超えた社会インフラ分野への取り組みを推進し、事業領域の拡大に注力
してまいります。
　また、若年・中堅層社員の能力開発に資する職場OJTや技術技能力強化に向けた研修プログラムの充
実など、未来を担う人材の育成に取り組むとともに、働き方・休み方改革、女性活躍推進策を実施し、
社員一人ひとりが活躍できる会社づくりにも努めてまいります。
　併せて、現場作業の安全・省力化や事業領域の拡大、更には多様化するお客様のニーズを的確に捉え
た技術開発を積極的に推し進めてまいります。
　今後とも当社は、経営の根幹である安全・品質の向上とコンプライアンスの徹底を図るとともに、お
客様から信頼される“盤石な企業ブランド”の構築に全力を傾注し、株主の皆様のご期待に応えてまい
る所存であります。

8
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(3) 財産及び損益の状況の推移
(単位：百万円)

区　　分 平成25年度
第100期

平成26年度
第101期

平成27年度
第102期

平成28年度
第103期（当期）

新規受注高 432,975 408,968 431,504 474,452
完成工事高 391,057 389,193 398,495 410,192
経常利益 6,348 7,781 13,280 22,861
当期純利益 2,912 3,806 7,480 15,488
次期繰越工事高 226,493 246,268 279,278 343,538
総資産 318,312 322,992 359,657 361,674
一株当たり当期純利益 14円25銭 18円63銭 36円62銭 75円82銭

(4) 設備投資の状況
　当期中に実施いたしました設備投資は、事業所用土地・建物、発電施設及び工事用車両・機械等の建
設・取得など、総額96億円であります。

(5) 主要な事業内容
　当社は建設業法により、特定建設業者として国土交通大臣の許可を受け、屋内線・環境設備工事、   
情報通信工事、架空配電・地中配電の配電線工事、発変電・架空送電線・地中送電線・土木・原子力・
風力発電関連の工務関係工事を受注施工いたしております。

(6) 主要な営業所
本　社 東京都港区芝浦4丁目8番33号
支　社 東京総支社（東　京　都） 神奈川支社（横　浜　市） 千 葉 支 社（千　葉　市）

埼 玉 支 社（さいたま市） 茨 城 支 社（水　戸　市） 栃 木 支 社（宇 都 宮 市）
群 馬 支 社（前　橋　市） 山 梨 支 社（甲　府　市） 静 岡 支 社（沼　津　市）
多 摩 支 社（八 王 子 市） 関 西 支 社（大　阪　市） 名古屋支社（名 古 屋 市）
九 州 支 社（福　岡　市） 北海道支社（札　幌　市） 東 北 支 社（仙　台　市）
長 野 支 社（長　野　市）

9

財産及び損益の状況の推移、設備投資の状況、主要な事業内容、主要な営業所



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

2017/05/31 9:57:03 / 16285291_株式会社関電工_招集通知（Ｃ）

(7) 従業員の状況
従　業　員　数 前年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

6,846名 98名増 41.5歳 19.7年

(8) 重要な親会社及び子会社の状況
①　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

川崎設備工業株式会社 1,581百万円 50.27％ 空調衛生・電気工事等の設計・施工

佐藤建設工業株式会社 440 100.00 送電線・情報通信工事等の調査・設
計・建設及び保守

株式会社関工パワーテクノ 400 100.00 電気・土木工事等の施工

株式会社ケイアセットマネジメント 200 100.00 不動産の賃貸・仲介・管理及び車両・
建設機械工具・備品等のリース

株式会社関工ファシリティーズ 100 100.00 建築・電気・空調工事等の施工及び
建築設備の保守管理

株式会社TLC 98 55.30 送電線工事等の調査・測量・設計・
施工及び保守

関工商事株式会社 100 49.83 電気機械・器具・材料の販売
（注）1．川崎設備工業㈱は、名古屋証券取引所市場第二部に上場しております。
　　　2．当社は、佐藤建設工業㈱を平成28年10月27日をもって子会社化いたしました。
　　　3．当社は、関工商事㈱の株式を当社の子会社を通じて間接的に保有しており、その議決権比率は8.00％であります。
　　　4．上記の重要な子会社7社の売上高の合計は857億2千8百万円、当期純利益の合計は24億7千3百万円であります。
　　　5．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社7社を含め24社であります。

②　その他の重要な企業結合の状況
会　社　名 資　本　金 主要な事業内容 事業上の関係

東京電力ホールディングス株式会社 1,400,975百万円 電気事業 電気工事の請負
東京電力パワーグリッド株式会社 80,000百万円 一般送配電事業 電気工事の請負
（注）東京電力ホールディングス㈱は、東京電力パワーグリッド㈱の完全親会社であります。

10
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(9) 主要な借入先
借　入　先 借　入　額

株式会社みずほ銀行 1,400百万円
株式会社三井住友銀行 800
株式会社三菱東京UFJ銀行 800

2 株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 820,000,000株

(2) 発行済株式の総数 205,288,338株

(3) 当期末株主数 8,712名

(4) 大株主
株　主　名 持　株　数 持株比率

東京電力パワーグリッド株式会社 94,753千株 46.38％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,391 5.08

株式会社みずほ銀行 8,121 3.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,683 3.76

関電工グループ従業員持株会 5,965 2.92

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 2,644 1.29

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1,644 0.80

EVERGREEN 1,483 0.72

野村信託銀行株式会社（投信口） 1,402 0.68

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,342 0.65

（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式1,019,780株を控除して計算しております。

11
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3 新株予約権等に関する事項
　当社が、平成28年3月31日付で発行した2021年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付
社債（額面総額200億円）に付された新株予約権の概要は、次のとおりであります。

(1) 新株予約権の数 2,000個

(2) 新株予約権の目的である株式の種類 普通株式

(3) 新株予約権の目的である株式の数 社債の額面金額の総額を転換価額で除した数

(4) 新株予約権の割当日 平成28年3月31日

(5) 転換価額 1,159円

(6) 新株予約権の行使期間 平成28年4月14日から平成33年3月17日まで

12
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4 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
＊ 取締役会長 山　口　　　学 一般社団法人日本電設工業協会会長

＊ 取締役副会長 水　江　　　博

＊ 取締役社長社長執行役員 森　戸　義　美

＊ 取締役副社長 後　藤　　　清 業務全般、技術・情報通信 管掌

＊ 取締役副社長 永　山　一　夫 業務全般、エネルギーシステム・福島 管掌

取締役副社長副社長執行役員 高　橋　健　一 東京営業本部長、営業・安全・購買担当

専務取締役 野　村　　　宏 戦略事業・人材育成・営業 管掌（人材育成会議議長）

取締役専務執行役員 北　山　信一郎 西日本営業本部長兼関西支社長

取締役専務執行役員 高　岡　成　典 配電本部長

取締役専務執行役員 柏　原　彰一郎 内部統制・経営企画・総務・労務担当

取締役常務執行役員 仲　摩　俊　男 営業統轄本部長

取締役常務執行役員 山　口　秀　一 エネルギーシステム本部長

取締役常務執行役員 雪　村　　　透 経理・ITシステム担当

取締役 内　野　　　崇 学習院大学経済学部経営学科教授

取締役 石　塚　正　孝 公益財団法人静岡県文化財団グランシップ館長

常勤監査役 寺　内　春　彦

常勤監査役 金　子　弘　行

監査役 大　川　澄　人 ANAホールディングス株式会社社外監査役（常勤）
全日本空輸株式会社監査役

監査役 末　綱　　　隆
東鉄工業株式会社社外取締役
丸紅株式会社社外監査役
京浜急行電鉄株式会社社外監査役
JCRファーマ株式会社社外監査役

監査役 山　口　武　洋

13
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（注）1．＊印は、代表取締役であります。
2．取締役　内野　崇氏及び石塚正孝氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
3．監査役　大川澄人、末綱　隆及び山口武洋の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。
4．取締役　内野　崇、石塚正孝及び監査役　大川澄人、末綱　隆の各氏につきましては、東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の

2に定める独立役員として、同取引所に届け出ております。
 

5．平成28年6月29日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって、取締役　芹澤正宏、寺内春彦及び監査役　伊藤隆夫、中村憲一、
泉　卓雄の各氏は、退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役　内野　崇、石塚正孝及び監査役　寺内春彦、金子弘行、大川澄人、末綱　隆、山口
武洋の各氏との間で、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の損害賠償責任を同法第
425条第1項に定める額を限度とする契約を締結しております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
区　　分 支　給　人　員 報　酬　等　の　額

取締役 17名 575百万円
監査役 8名 76百万円

 
（注）1．支給人員及び報酬等の額には、平成28年6月29日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名及び監査役3名が含

まれております。
2．上記のうち社外役員6名に対する報酬等の総額は、43百万円であります。
3．取締役の報酬等の額には、第103回定時株主総会議案として提出予定の賞与金120百万円が含まれております。

14
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(4) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職をしている法人等と当社との関係

区　　分 氏　　名 当該法人等と当社との関係

社外取締役 内　野　　　崇 学習院大学との間に重要な取引関係等はありません。

社外取締役 石　塚　正　孝 公益財団法人静岡県文化財団グランシップとの間に重要な取引関係
等はありません。

社外監査役 大　川　澄　人 ANAホールディングス株式会社及び全日本空輸株式会社との間に重
要な取引関係等はありません。

社外監査役 末　綱　　　隆 東鉄工業株式会社、丸紅株式会社、京浜急行電鉄株式会社及びJCRフ
ァーマ株式会社との間に重要な取引関係等はありません。

　②　当事業年度における主な活動状況
区　　分 氏　　名 主な活動状況

社外取締役 内　野　　　崇
当事業年度における在任期間中に開催された取締役会に17回中16回
出席し、大学教授及び経営学の専門家としての幅広い見識等を活か
し、必要に応じ発言を行っております。

社外取締役 石　塚　正　孝
当事業年度における在任期間中に開催された取締役会に17回中15回
出席し、東海旅客鉄道株式会社及び株式会社ジェイアール東海エージ
ェンシーの取締役としての経験と見識等を活かし、必要に応じ発言を
行っております。

社外監査役 大　川　澄　人
当事業年度における在任期間中に開催された取締役会に17回中14回
出席し、また監査役会に15回中15回出席し、ANAホールディングス
株式会社の社外監査役（常勤）及び全日本空輸株式会社の監査役とし
ての経験と見識等を活かし、必要に応じ発言を行っております。

社外監査役 末　綱　　　隆

当事業年度における在任期間中に開催された取締役会に12回中12回
出席し、また監査役会に10回中10回出席し、行政庁の高官並びに東
鉄工業株式会社の社外取締役及び丸紅株式会社、京浜急行電鉄株式会
社、JCRファーマ株式会社の社外監査役としての経験と見識等を活か
し、必要に応じ発言を行っております。

社外監査役 山　口　武　洋
当事業年度における在任期間中に開催された取締役会に17回中17回
出席し、また監査役会に15回中15回出席し、東京電設サービス株式
会社の取締役としての経験と見識等を活かし、必要に応じ発言を行っ
ております。

（注）社外監査役　末綱　隆氏は、平成28年6月29日開催の第102回定時株主総会において選任され就任いたしております。

15

会社役員に関する事項



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

2017/05/31 9:57:03 / 16285291_株式会社関電工_招集通知（Ｃ）

5 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称 井上監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 49百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的

にも区分できないため、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であ
るかについて確認し、検証した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

(4) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 55百万円

(5) 重要な子会社の監査
　当社の重要な子会社のうち、川崎設備工業株式会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受
けております。

(6) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法に規定する解任の理由のいずれかに該当すると認めた場合、監査役
全員の同意に基づき会計監査人を解任し、解任後最初に招集される株主総会でその旨及び理由を報告い
たします。また監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障があるなどの理由により、その必要がある
と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。

(7) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会計監査人　井上監査法人との間で、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1
項の損害賠償責任を同法第425条第1項に定める額を限度とする契約を締結しております。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状
況の概要

6

(1) 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（体　　制）
①　重要な意思決定事項については、常務会での事前審議を経た上で、取締役会において最終決定を

行う。
②　取締役は重要な業務執行の状況について、定期的かつ適宜取締役会へ報告する。
（運用状況）
　当社は、取締役会の付議事項その他社内規定に定める経営及び業務執行に関する事項について常務
会で審議・報告している。また、定期的かつ適宜開催する取締役会において、重要な業務執行の決定
と取締役の業務執行状況の報告を法令・定款等に従い適切に行っている。
　加えて、複数名の独立社外取締役に対し取締役会の付議事項を事前説明するとともに、十分な審議
時間を確保し、専門的知識・経験を有する各取締役が多角的な視点から意見を述べるなど、取締役会
の活性化を図っている。
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制

（体　　制）
①　取締役会、常務会その他重要な会議等に係る議事録・資料等については、法令及び社内規定に則

り適正に保存・管理する。
②　上記の他、取締役の職務執行に係る資料及びその他情報等については、社内規定に則り適正に保

存・管理する。
（運用状況）
　当社は、取締役会、常務会その他重要な会議等に係る議事録・資料等及び取締役の職務執行に係る
資料等については、法令はもとより、文書の作成、処理及び保存など文書管理全般に関する社内規定
を制定し、適正に保存・管理している。
　特に、インサイダー情報については、社内規定に則り、取締役・監査役及び従業員にその管理を徹
底するとともに、当該情報に接する部門においては責任者を定め、その取扱いに万全を期すよう努め
ている。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（体　　制）
①　リスク管理に関する基本方針及びリスク評価に関する事項を含む社内規定を定め、これに従いリ

スク管理を実践する。

17
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②　具体的なリスク管理方策や危機発生時の対応方策を立案・実施するため、組織横断的な委員会及
び専門部署等を設置し、リスク管理体制及び危機対応体制を整える。

（運用状況）
　当社は、リスク管理に関する社内規定を制定し、業務運営上の各リスクを項目ごとに分類・定義し
た上、その影響度、発生可能性に応じた対策を講じ、リスク発生を未然に防止することに加え、リス
クが顕在化した場合の報告経路・対応体制について定めている。
　また、内部統制会議を定期的に開催し、リスク管理体制の運営状況の確認、リスクの発生状況等の
分析・評価を行っているほか、専門部署である内部統制本部を設置し、リスク管理体制の強化に努め
ている。
(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

（体　　制）
①　意思決定の迅速化に資する組織体制の構築や職務権限の委譲、取締役の職務執行に関する諸制度

の整備を継続的に図る。
（運用状況）
　当社は、執行役員制度を導入し、経営監督と業務執行の分離による監督機能の充実及び意思決定の
迅速化を図るとともに、独立社外取締役の複数名選任、常務会の設置など取締役の職務執行に関し適
正性・効率性に資する諸制度を整備している。
　また、取締役会は、取締役の事務委嘱及び管掌・担当を定めるとともに、業務の規模・内容等に応
じた決裁権限を付与し、業務執行を委任している。
(5) 従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（体　　制）
①　「関電工グループ企業行動憲章」に基づいた法令・企業倫理遵守のための教育活動を展開すると

ともに、適正な職務執行を確保するための諸方策を立案し、実施する。
②　内部監査部門は、従業員の業務執行状況を定期的又は必要に応じて監視し、評価するとともに、

その結果を適宜取締役会へ報告し、所要の改善を図る。
（運用状況）
　当社は、「関電工グループ企業行動憲章」を当社グループ全従業員に配布し、定期的に各職場にお
いてその内容を確認するほか、取締役が各事業所に赴き本憲章の趣旨を踏まえた講話・対話を行うな
ど、本憲章の理解を深める教育活動を当社グループ全従業員に実施している。
　また、内部監査部門は、内部統制推進計画に基づいた内部監査を行い、監査結果について内部統制
会議及び常務会に報告するとともに、適宜取締役会に報告し、所要の改善を図っている。
(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

（体　　制）
①　東京電力グループの一員として「東京電力グループ企業行動憲章」の下、同社グループの経営方

針の実践に努める。
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②　当社及び子会社が連携して、「関電工グループ企業行動憲章」及び子会社の定める規定に基づい
た法令・企業倫理遵守のための教育活動や対応方策を実施する。

③　子会社の職務執行上の重要事項について、子会社との情報共有を図るための体制を整備する。
④　子会社のリスク管理に関する基本方針及びリスク評価に関する事項を含む社内規定を定め、これ

に従いリスク管理を実践する。
⑤　具体的なリスク管理方策や危機発生時の対応方策を立案・実施するため、子会社のリスク管理体

制及び危機対応体制を整える。
⑥　子会社の取締役等の職務執行を定期的かつ適宜確認し、子会社の経営状況を把握するとともに、

経営課題に対する助言等に努める。
⑦　内部監査部門は、子会社の取締役等及び従業員の業務執行状況を定期的又は必要に応じて監視し、

評価するとともに、その結果を適宜取締役会へ報告し、所要の改善を図る。
（運用状況）
　当社は、東京電力グループの一員として「東京電力グループ企業行動憲章」の下、その経営方針の
実践に努めるとともに、「関電工グループ企業行動憲章」を制定し、コンプライアンスの浸透・定着
化を図っている。
　また当社は、子会社における決算に関する事項、内部統制システムに関する事項など、職務執行上
の重要事項については、当社取締役会に報告することとし、子会社との情報共有を図るための体制を
整備している。
　さらに、子会社におけるリスク管理については、危機発生の未然防止及び危機発生時における事業
活動への影響の最小化を図ることを基本とした社内規定を定めるとともに、子会社のリスク管理体制
整備に関する助言等を実施し、子会社のリスク管理状況の確認・評価を定期的に行っている。
　加えて、定期的に子会社からの報告を受けることにより、子会社の職務執行を確認し子会社の経営
状況を把握するとともに、経営課題に対する助言等を行っている。
　併せて、内部監査部門は、内部統制推進計画に基づいた子会社の内部監査を行い、監査結果につい
て内部統制会議及び常務会に報告するとともに適宜取締役会に報告し、所要の改善を図っている。

(7) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合の体制
（体　　制）
①　監査役監査の実効性を高め、監査職務の円滑な遂行を確保するための専門部署を設置する。
②　これに従事する従業員については、取締役からの独立性及び当該従業員に対する指示の実効性を

確保することとし、当該従業員の人事に関する事項については、事前に監査役と協議する。
（運用状況）
　当社は、監査役監査の実効性の向上を図るため、その職務を補助する専門部署である監査役室を設
置している。
　また、当該部署に所属する従業員の人事に関し、監査役との事前協議を行うとともに、当該従業員
の取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性を確保するための体制を整備している。
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(8) 監査役又は監査役会への報告に関する体制
（体　　制）
①　取締役及び従業員並びに子会社の取締役等及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者は、法

令及び監査役会との協議の上で定める社内規定に基づき、監査役及び監査役会に対して監査遂行
に必要な事項を定期的かつ適宜報告する。

②　上記の報告をした者に対しては、法令及び監査役会との協議の上で定める社内規定に基づき、当
該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わない。

（運用状況）
　当社は、監査役及び監査役会に対する報告に関する社内規定を定め、取締役会、常務会その他重要
な会議等において、監査遂行に必要な事項を定期的かつ適宜報告している。
　加えて、取締役会における意見・助言に備えるため必要に応じて取締役会に付議される決議・報告
事項について事前に説明を行っている。
　また、監査役に直接報告することのできる窓口を設置するとともに、当該報告を行った者に対し、
それを理由とした不利益な取扱いを禁止している。

(9) 監査役の職務執行について生ずる費用等の処理に関する体制
（体　　制）
①　監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に関しては、監査役との協議により決定す

る。
（運用状況）
　当社は、監査役との協議により定めた社内規定に基づき、監査役が監査業務に関する費用の前払い
又は債務の処理を請求したときは、法令等に基づき速やかに当該費用等を処理している。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（体　　制）
①　監査役が内部監査部門及び会計監査人との連携を図るとともに、子会社監査役との情報共有を図

るための体制を整備する。
（運用状況）
　当社は、監査役、内部監査部門及び会計監査人が積極的に意見交換を行い、それぞれの監査に有用
な情報を共有できるよう、互いの連携確保に努めている。
　加えて、取締役及び従業員等は監査役に対し子会社管理の状況について報告を行っており、監査役
は当該報告を踏まえ子会社監査役と意思疎通及び情報の共有を図っている。
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計算書類
貸借対照表（平成29年3月31日現在） (単位：百万円)

資産の部

流動資産 217,227
現金預金 39,435
受取手形 13,833
完成工事未収入金 101,918
有価証券 14,999
未成工事支出金 26,964
材料貯蔵品 2,659
繰延税金資産 5,989
その他 11,803
貸倒引当金 △376

固定資産 144,447
有形固定資産 81,793

建物・構築物 18,263
機械・運搬具 4,807
工具器具・備品 899
土地 55,411
リース資産 1,711
建設仮勘定 700

無形固定資産 2,822
投資その他の資産 59,831

投資有価証券 38,241
関係会社株式・関係会社出資金 10,966
長期貸付金 3,481
破産更生債権等 7
繰延税金資産 4,873
その他 2,897
貸倒引当金 △636

資産合計 361,674

負債の部
流動負債 118,871

支払手形 14,254
工事未払金 53,380
短期借入金 5,900
リース債務 537
未払法人税等 4,338
未成工事受入金 17,894
完成工事補償引当金 1,161
工事損失引当金 3,752
役員賞与引当金 120
その他 17,531

固定負債 55,490
転換社債型新株予約権付社債 20,080
長期借入金 300
リース債務 1,011
再評価に係る繰延税金負債 6,789
退職給付引当金 26,998
その他 311

負債合計 174,361

純資産の部
株主資本 179,769

資本金 10,264
資本剰余金 6,246

資本準備金 6,241
その他資本剰余金 5

利益剰余金 163,833
その他利益剰余金

特別償却準備金 845
固定資産圧縮積立金 2,311
別途積立金 142,300
繰越利益剰余金 18,376

自己株式 △575
評価・換算差額等 7,543

その他有価証券評価差額金 12,405
土地再評価差額金 △4,861

純資産合計 187,312
負債純資産合計 361,674
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損益計算書（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日） (単位：百万円)

完成工事高 410,192

完成工事原価 369,933

完成工事総利益 40,258

販売費及び一般管理費 18,337

営業利益 21,921

営業外収益 1,114

受取利息及び配当金 926

その他 187

営業外費用 173

支払利息 27

為替差損 24

その他 122

経常利益 22,861

特別利益 32

特別損失 309

固定資産除却損 201

減損損失 94

その他 13

税引前当期純利益 22,584

法人税、住民税及び事業税 6,697

法人税等調整額 398 7,095

当期純利益 15,488
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株主資本等変動計算書（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 10,264 6,241 5 1,028 2,261 142,300 6,464
当期変動額

特別償却準備金の取崩 △183 183
固定資産圧縮積立金の積立 90 △90
固定資産圧縮積立金の取崩 △40 40
剰余金の配当 △3,268
当期純利益 15,488
土地再評価差額金の取崩 △440
自己株式の取得
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 0 △183 50 － 11,912
当期末残高 10,264 6,241 5 845 2,311 142,300 18,376

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △565 167,999 12,458 △5,302 7,156 175,155
当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －
固定資産圧縮積立金の積立 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰余金の配当 △3,268 △3,268
当期純利益 15,488 15,488
土地再評価差額金の取崩 △440 △440
自己株式の取得 △10 △10 △10
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53 440 387 387

当期変動額合計 △10 11,769 △53 440 387 12,157
当期末残高 △575 179,769 12,405 △4,861 7,543 187,312

23

株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2017/05/31 9:57:03 / 16285291_株式会社関電工_招集通知（Ｃ）

連結計算書類
連結貸借対照表（平成29年3月31日現在） (単位：百万円)

資産の部

流動資産 268,764

現金預金 60,073

受取手形・完成工事未収入金等 139,139

有価証券 14,999

未成工事支出金 30,900

材料貯蔵品 4,552

繰延税金資産 6,852

その他 12,843

貸倒引当金 △598

固定資産 156,110

有形固定資産 98,577

建物・構築物 22,548

機械・運搬具・工具器具・備品 13,828

土地 60,278

リース資産 1,161

建設仮勘定 760

無形固定資産 5,323

投資その他の資産 52,209

投資有価証券 41,539

繰延税金資産 5,326

その他 6,213

貸倒引当金 △869

資産合計 424,874

負債の部
流動負債 145,789

支払手形・工事未払金等 82,398
短期借入金 10,920
リース債務 425
未払法人税等 5,375
未成工事受入金 19,600
完成工事補償引当金 1,226
工事損失引当金 4,050
その他 21,792

固定負債 65,728
転換社債型新株予約権付社債 20,080
長期借入金 7,581
リース債務 795
再評価に係る繰延税金負債 6,789
退職給付に係る負債 28,269
その他 2,213

負債合計 211,518

純資産の部
株主資本 198,496

資本金 10,264
資本剰余金 6,350
利益剰余金 182,458
自己株式 △575

その他の包括利益累計額 8,494
その他有価証券評価差額金 12,418
繰延ヘッジ損益 △522
土地再評価差額金 △4,861
退職給付に係る調整累計額 1,460

非支配株主持分 6,364
純資産合計 213,356

負債純資産合計 424,874
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連結損益計算書（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日） (単位：百万円)

完成工事高 470,943

完成工事原価 421,208

完成工事総利益 49,734

販売費及び一般管理費 23,337

営業利益 26,397

営業外収益 1,394

受取利息及び配当金 811

保険解約返戻金 230

その他 352

営業外費用 446

支払利息 213

その他 232

経常利益 27,345

特別利益 170

負ののれん発生益 135

投資有価証券売却益 34

特別損失 397

固定資産除却損 269

減損損失 101

その他 27

税金等調整前当期純利益 27,118

法人税、住民税及び事業税 8,243

法人税等調整額 627 8,871

当期純利益 18,246

非支配株主に帰属する当期純利益 655

親会社株主に帰属する当期純利益 17,591
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連結株主資本等変動計算書（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日） (単位：百万円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 10,264 6,349 168,576 △565 184,624
当期変動額

連結子会社株式の取得による持分の増減 △0 △0
剰余金の配当 △3,268 △3,268
親会社株主に帰属する当期純利益 17,591 17,591
土地再評価差額金の取崩 △440 △440
自己株式の取得 △10 △10
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 0 13,881 △10 13,872
当期末残高 10,264 6,350 182,458 △575 198,496

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 12,460 △575 △5,302 1,309 7,891 5,464 197,980
当期変動額

連結子会社株式の取得による持分の増減 △0
剰余金の配当 △3,268
親会社株主に帰属する当期純利益 17,591
土地再評価差額金の取崩 △440
自己株式の取得 △10
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 53 440 151 603 900 1,503

当期変動額合計 △42 53 440 151 603 900 15,375
当期末残高 12,418 △522 △4,861 1,460 8,494 6,364 213,356
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監査報告
会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年5月12日

株 式 会 社　関　電　工
取 締 役 会　御 中

井 上 監 査 法 人
指 定 社 員 公認会計士 平 松 正 己 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 林 　 映 男 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 鈴 木 勝 博 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社関電工の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第
103期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年5月12日

株 式 会 社　関　電　工
取 締 役 会　御 中

井 上 監 査 法 人
指 定 社 員 公認会計士 平 松 正 己 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 林 　 映 男 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 鈴 木 勝 博 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社関電工の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社関電工
及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第103期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の結果、全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及
び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、次の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役、内部監査部門その他の使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て、子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法令に定める体制について、取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている当該体制（内部統制システム）の構築及び運用状況を監視、検証いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視、検証するとともに、会計監査人からその職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制が整備されている旨の報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。監査役会としましては、当社グル
ープ全体における公正かつ適正な事業運営の遂行に向けた取組みを、引き続き確認してまいります。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成29年5月19日

株式会社　関　電　工　監査役会
常勤監査役 寺 内 春 彦 ㊞
常勤監査役 金 子 弘 行 ㊞
監　査　役（社外監査役） 大 川 澄 人 ㊞
監　査　役（社外監査役） 末 綱 　 隆 ㊞
監　査　役（社外監査役） 山 口 武 洋 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第1号議案 剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、安定配当の継続を基本とする配当方針に基づき、1株につき12円、総
額2,451,222,696円の期末配当を実施させていただきたいと存じます。
　また、期末配当の効力発生日は、平成29年6月28日とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
1株につき 12円
配当総額 2,451,222,696円

(3) 効力発生日
平成29年6月28日
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第2号議案 取締役15名選任の件

　取締役全員15名は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役15名の選任をお願い
するものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

1
い し

石
づ か

塚
ま さ

正
た か

孝
再　　任 所有する当社株式の数 0株

社外取締役候補者 取締役在任期間（本株主総会終結時） 2年
(昭和18年2月18日生) 独立役員候補者 取締役会出席回数 15回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成16年 6 月 東海旅客鉄道株式会社代表取締役副社長 <重要な兼職の状況>
平成20年 6 月 株式会社ジェイアール東海エージェンシー 公益財団法人静岡県文化財団グランシップ館長

代表取締役社長(平成24年6月まで)
平成26年 5 月 公益財団法人静岡県文化財団グランシップ館長

(現在に至る)
平成27年 6 月 当社取締役(現在に至る)

社外取締役候補者とした理由
石塚正孝氏を社外取締役候補者といたしました理由は、同氏が東海旅客鉄道株式会社及び株式会社ジェイアール東海エージェンシー
の取締役として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

責任限定契約の内容の概要
当社は、石塚正孝氏との間で、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の損害賠償責任を同法第425条第1項に定め
る額を限度とする契約を締結しております。

候補者番号

2
う ち

内
の

野
 

　
たかし

崇
再　　任 所有する当社株式の数 0株

社外取締役候補者 取締役在任期間（本株主総会終結時） 4年
(昭和26年11月17日生) 独立役員候補者 取締役会出席回数 16回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成 2 年 4 月 学習院大学経済学部経営学科教授 ＜重要な兼職の状況＞

(現在に至る) 学習院大学経済学部経営学科教授
平成25年 6 月 当社取締役(現在に至る)

社外取締役候補者とした理由
内野　崇氏を社外取締役候補者といたしました理由は、会社経営に関与したことはないものの、同氏の大学教授及び経営学の専門家
としての幅広い見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

責任限定契約の内容の概要
当社は、内野　崇氏との間で、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の損害賠償責任を同法第425条第1項に定め
る額を限度とする契約を締結しております。
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候補者番号

3
かしわ

柏
 

　
ば ら

原
 

　
しょう

彰
い ち

一
ろ う

郎
再　　任 所有する当社株式の数 12,718株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 2年
(昭和33年12月14日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和56年 4 月 当社入社
平成26年10月 当社上席執行役員経営企画・総務・労務担当
平成27年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成28年 6 月 当社取締役専務執行役員
平成28年 7 月 当社取締役専務執行役員内部統制・経営企画・

総務・労務担当(現在に至る)

取締役候補者とした理由
柏原彰一郎氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が管理部門の業務に精通しており、取締役専務執行役員等として培った経
験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

4
き た

北
 

　
や ま

山
 

　
し ん

信
い ち

一
ろ う

郎
再　　任 所有する当社株式の数 8,874株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 3年
(昭和30年7月14日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和54年 4 月 当社入社
平成25年 7 月 当社常務執行役員関西支店長
平成26年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成28年 6 月 当社取締役専務執行役員
平成28年 7 月 当社取締役専務執行役員西日本営業本部長兼

関西支社長(現在に至る)

取締役候補者とした理由
北山信一郎氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が屋内線・環境設備部門の業務に精通しており、取締役専務執行役員等と
して培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

5
ご

後
と う

藤
 

　
きよし

清
再　　任 所有する当社株式の数 28,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 6年
(昭和25年7月15日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成20年 4 月 KDDI株式会社執行役員
平成23年 4 月 当社入社顧問
平成23年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成26年 6 月 当社取締役専務執行役員
平成27年 6 月 当社取締役副社長
平成28年 7 月 当社取締役副社長業務全般、技術・情報通信

管掌(現在に至る)
取締役候補者とした理由
後藤　清氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏がKDDI株式会社の執行役員及び当社の取締役副社長等として培った経験及
び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。
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候補者番号

6
し

志
む ら

村
ひ で

英
あ き

明
新　　任 所有する当社株式の数 13,000株

(昭和33年6月22日生)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和57年 4 月 当社入社 平成28年 7 月 当社常務執行役員南関東・東海営業本部長兼
平成25年 7 月 当社営業統轄本部副本部長(営業統括担当) 神奈川支社長(現在に至る)
平成26年 7 月 当社執行役員営業統轄本部副本部長

(営業統括担当)
平成27年 7 月 当社上席執行役員南関東・東海営業本部長兼

神奈川支社長

取締役候補者とした理由
志村英明氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が屋内線・環境設備部門の業務に精通しており、南関東・東海営業本部長及
び神奈川支社長等として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

7
た か

高
お か

岡
し げ

成
の り

典
再　　任 所有する当社株式の数 7,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 2年
(昭和33年9月13日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成25年 6 月 東京電力株式会社パワーグリッド・カンパニー

当社出向(平成27年6月まで)
平成26年10月 当社上席執行役員配電本部副本部長
平成27年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成28年 6 月 当社取締役専務執行役員
平成28年 7 月 当社取締役専務執行役員配電本部長

(現在に至る)
取締役候補者とした理由
高岡成典氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が配電線部門の業務に精通しており、当社の取締役専務執行役員等として培
った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

8
た か

高
は し

橋
け ん

健
い ち

一
再　　任 所有する当社株式の数 13,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 3年
(昭和29年9月24日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和48年 4 月 当社入社 平成28年 7 月 当社取締役副社長副社長執行役員
平成23年 7 月 当社常務執行役員中央支店長 東京営業本部長、営業・安全・購買担当

(現在に至る)平成25年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成26年 6 月 当社特別営業推進役
平成27年 1 月 当社上席執行役員東京営業本部副本部長
平成27年 6 月 当社取締役専務執行役員
平成28年 6 月 当社取締役副社長副社長執行役員
取締役候補者とした理由
高橋健一氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が屋内線・環境設備部門の業務に精通しており、取締役副社長副社長執行役
員等として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。
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候補者番号

9
な が

長
お か

岡
 

　
しげる

滋
新　　任 所有する当社株式の数 4,000株

(昭和31年8月26日生)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和54年 4 月 当社入社 平成28年 7 月 当社常務執行役員北関東・北信越営業本部長
平成22年 7 月 当社営業統轄本部営業第一部長 (現在に至る)
平成25年 7 月 当社執行役員営業統轄本部副本部長

(営業統括担当)
平成26年 7 月 当社上席執行役員営業統轄本部副本部長

(営業統括担当)
平成27年 6 月 当社上席執行役員北関東・北信越営業本部長
取締役候補者とした理由
長岡　滋氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が屋内線・環境設備部門の業務に精通しており、北関東・北信越営業本部長
等として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

10
な か

仲
ま

摩
と し

俊
お

男
再　　任 所有する当社株式の数 6,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 2年
(昭和35年2月25日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和57年 4 月 当社入社
平成26年10月 当社上席執行役員北関東・北信越営業本部長兼

埼玉支社長
平成27年 6 月 当社取締役常務執行役員営業統轄本部長

(現在に至る)

取締役候補者とした理由
仲摩俊男氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が屋内線・環境設備部門の業務に精通しており、取締役常務執行役員等とし
て培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

11
の

野
む ら

村
 

　
ひろし

宏
再　　任 所有する当社株式の数 18,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 3年
(昭和30年6月1日生) 取締役会出席回数 17回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成25年 4 月 東京電力株式会社執行役員
平成25年 7 月 当社入社常務執行役員戦略事業本部長兼営業

統轄本部副本部長
平成26年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成28年 6 月 当社専務取締役
平成28年 7 月 当社専務取締役戦略事業・人材育成・営業 管掌

(人材育成会議議長)(現在に至る)
取締役候補者とした理由
野村　宏氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が東京電力株式会社の執行役員及び当社の専務取締役等として培った経験及
び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。
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候補者番号

12
み ず

水
え

江
 

　
ひろし

博
再　　任 所有する当社株式の数 44,042株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 15年
(昭和21年8月1日生) 取締役会出席回数 16回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和44年 4 月 当社入社
平成14年 6 月 当社取締役
平成17年 6 月 当社常務取締役
平成22年 6 月 当社専務取締役
平成23年 6 月 当社取締役副社長
平成24年 6 月 当社取締役社長
平成28年 6 月 当社取締役副会長(現在に至る)
取締役候補者とした理由
水江　博氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が取締役社長及び取締役副会長として培った経験及び見識等が当社の経営に
寄与するものと判断したためであります。

候補者番号

13
も り

森
と

戸
よ し

義
み

美
再　　任 所有する当社株式の数 15,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 3年
(昭和31年1月5日生) 取締役会出席回数 15回／17回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和49年 4 月 当社入社
平成25年 7 月 当社常務執行役員神奈川支店長
平成26年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成27年 6 月 当社取締役副社長
平成28年 6 月 当社取締役社長社長執行役員(現在に至る)

取締役候補者とした理由
森戸義美氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が取締役社長社長執行役員として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与
するものと判断したためであります。

候補者番号

14
や ま

山
ぐ ち

口
しゅう

秀
い ち

一
再　　任 所有する当社株式の数 4,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 1年
(昭和31年9月30日生) 取締役会出席回数 12回／12回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和54年 4 月 当社入社
平成27年 7 月 当社上席執行役員エネルギーシステム本部長
平成28年 6 月 当社取締役常務執行役員エネルギーシステム

本部長(現在に至る)

取締役候補者とした理由
山口秀一氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が工務関係部門の業務に精通しており、エネルギーシステム本部長及び取締
役常務執行役員等として培った経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。
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候補者番号

15
ゆ き

雪
む ら

村
 

　
とおる

透
再　　任 所有する当社株式の数 7,000株

取締役在任期間（本株主総会終結時） 1年
(昭和32年12月3日生) 取締役会出席回数 12回／12回

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和56年 4 月 当社入社
平成27年 6 月 当社執行役員(関工商事株式会社出向(同社取

締役社長))
平成28年 6 月 当社取締役常務執行役員
平成28年 7 月 当社取締役常務執行役員経理・ITシステム担当

(現在に至る)

取締役候補者とした理由
雪村　透氏を取締役候補者といたしました理由は、同氏が管理部門の業務に精通しており、当社の取締役常務執行役員等として培っ
た経験及び見識等が当社の経営に寄与するものと判断したためであります。

第3号議案 取締役賞与金支給の件

　当事業年度末現在の取締役15名（うち社外取締役2名）に対しまして、当期の業績等を勘案し取締役
賞与金120,000,000円の支給をお願いするものであります。

以　上
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〔ご参考〕 当社の社外取締役に関する独立性判断基準
　当社は、社外取締役が以下のいずれにも該当しない場合に独立性を有していると判断いたします。
　(1) 当社または当社の子会社の業務執行者及びその業務執行者であった者
　(2) 当社の主要株主（間接保有を含め議決権の10％以上を有する株主）の業務執行者または当社を主

要株主とする会社の業務執行者
　(3) 当社の主要借入先（借入額が直近事業年度の連結総資産の1％超の借入先）の業務執行者
　(4) 当社の主要取引先（取引額が直近事業年度の連結売上高の1％超の取引先）の業務執行者または

当社を主要取引先とする会社の業務執行者
　(5) 当社の会計監査人の代表社員または社員
　(6) 当社から多額の財産上の利益・寄付（役員報酬を除き1,000万円超）を受けている者または団体

に所属している者
　(7) 社外役員の相互就任の関係にある会社の業務執行者
　(8) 近親者（配偶者及び2親等内の親族）が(1)～(6)に該当する者（役員及び重要な使用人に限る）
　(9) 過去5年間(2)～(8)に該当していた者

37
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都港区芝浦4丁目8番33号　当会社本社（1階講堂）
電話 03（5476）2111（代表）
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関電工 本社

◦交通のご案内
　JR田町駅下車 徒歩15分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




